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はじめに 

 

我が国のインフラが今後急速に老朽化することが予測される中、国および地

方公共団体等が管理するあらゆるインフラを対象に、国及び地方公共団体等が

一丸となってインフラの戦略的な維持管理等を推進するため、平成 25 年 11 月

29 日に開催された「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議」に

おいて、「インフラ長寿命化基本計画」が策定された。 

 

これを受けて文部科学省は、所管施設等の長寿命化に向けた各設置者の取組

を推進するため、「文部科学省インフラ長寿命化計画(行動計画)」を平成 27 年

3 月に策定した。 

その内容は国立大学法人が保有する施設も対象としており、これに基づき、

本学におけるインフラ長寿命化のための行動計画・個別施設計画の策定が求め

られている。 

 

施設整備をめぐる財政状況が厳しい中、将来にわたって安定的に整備充実を

図るため、膨大な保有施設を最大限活用しながら計画的な修繕・改修等の対策

を行うことが重要である。特に老朽施設・設備等については、事故未然防止と

研究棟確保のため、整備実態の把握および的確な点検を進め、計画的に対策を

実施することが一層重要となってきている。 

 

さらに、経年による施設の機能陳腐化等により、教育研究の高度化・多様

化・国際化および産学官連携推進等の教育研究活動に支障が生じていないか、

また、バリアフリーや省エネ等の社会的要請に対応できているか等を適時に確

認し、機能向上を図っていくことも重要である。 

 

このインフラ長寿命化の行動計画・個別施設計画は、インフラの維持管理等

に係るトータルコストの縮減を図り、必要な予算の確保を進めていくため、中

長期的な将来の見通しを把握し、これを一つの目安として戦略を立案し、必要

な取組を進めていくことに資することを目的としている。 

 

なお、策定にあたっては、「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引(平成

27 年 文部科学省)」を活用し、随所に内容や図表等を引用している。 
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１. 宮崎大学インフラ長寿命化計画の背景・目的 

１－１. 取組の背景 

戦略的かつ機能的な大学運営を行うため、高度・多様化する教育研究医療活動

や新たな教育研究医療活動に展開できる質の高い教育研究医療環境を整備する

ことが求められている。しかしながら、国立大学法人においては施設整備費をめ

ぐる財政状況は厳しく、我が国の高度成長期以降に集中的に整備されたインフ

ラが今後一斉に老朽化するため、さらなる厳しい財政状況が見込まれる。 

また、本学の木花キャンパスは統合移転整備により昭和 40 年代～50 年代に

整備されたため、施設や基幹設備（ライフライン）の老朽化が進んでおり膨大な

施設の更新時期が到来している。財政状況により予算確保が難しい場合、施設の

老朽化が進むことで修繕費の確保が行えなくなり、教育基盤への支障や弱体化

が懸念される。 

 

１－２. 取組みの目的 

インフラ長寿命化の行動計画・個別施設計画は、インフラの維持管理等に係る

トータルコストの縮減を図り、必要な予算の確保を進めていくため、中長期的な

将来の見通しを把握し、これを一つの目安として戦略を立案し、必要な取組を進

めていくことに資することを目的としている。 

施設整備をめぐる財政状況が厳しい中、将来にわたって安定的に整備充実を

図るため、膨大な保有施設を最大限有効活用しながら計画的な修繕・改修等の対

策を行うことが重要であり、特に老朽施設・設備等については、事故未然防止と

研究機能等確保のため、整備実態の把握および的確な点検を進め、計画的に対策

を実施することも重要である。 

さらに、経年による施設の機能陳腐化等により、教育研究の高度化・多様化・

国際化・産学官連携推進等の教育研究活動に支障が生じていないか、また、バリ

アフリーや省エネ等の社会的要請に対応できているか等を適時に確認し、機能

向上を図っていくことも一層重要である。 

「財政的に持続可能な範囲」で計画を実現するためには、従来と同じ手法によ

る整備を見直すことで、経費抑制と平準化に取り組む必要がある。 

このため、国の老朽化対策である「インフラ長寿命化計画基本計画」に基づき、

建物の耐用年数に応じて適切な時期に適切な改修を行うことにより、経費の抑

制と平準化を図りながら安心・安全な施設環境を確保していく。 
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１－３. 計画期間 

本計画の計画期間は、４０年（2018年～2057年）とする。 

また本計画は、キャンパスマスタープランおよび中期目標・中期計画と連動

しているため、適時、フォローアップを行う。 
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１－４. 対象施設 

全ての施設を本計画の対象施設とする。ただし、借用建物は除く。 

なお、附属病院の施設は、財政融資資金を財源とした長期借入金を活用して整

備を行う。職員宿舎は、2021 年度～2025 年度において再編を行う計画である。 
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１－５. インフラ長寿命化の行動計画・個別施設計画の構成 
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２. 本学施設の目指すべき姿 

２－１. 宮崎大学の目指すべき方向性について 

(1)「国立大学経営力戦略(平成 27 年 6 月 16 日 文部科学省)」において、各国

立大学は、既存の枠組みや手法等にとらわれない大胆な発想で、学長がリーダ

ーシップとマネジメント力を発揮し、組織全体をリードする将来ビジョンに基

づく自己改革・新陳代謝を実行することや、確かなコスト意識と戦略的な資源

配分を前提とした経営的視点で大学運営を行うことで経営力を強化することが

求められている。 

大学等の将来ビジョンに基づく機能強化を推進する具体的施策として、国立

大学法人運営費交付金の中に３つの重点支援の枠組みが設けられ、第 3 期中期

目標期間において、宮崎大学は、主として、地域に貢献する取組とともに、専

門分野の特性に配慮しつつ、強み・特色のある分野で世界・全国的な教育研究

を推進する取組を中核とする国立大学として取組んでいる。 

 

(2) 第 3 期中期目標期間（平成 28 年度～平成 33 年度）を視野に入れた、活動

の道標となる『宮崎大学未来 Vision～地(知)の融合で興す「新たに光る宮崎ブ

ランド」を日本と世界へ～』は、『異分野融合を軸に「地の利、人の利」を活

かした教育研究等の推進』や『地域と共に興す「新たに光る宮崎ブランド」の

確立と発信』を目標とし、人材育成・研究・グローバル化・医療・大学運営の

視点からまとめたものである。これにより宮崎大学は、地域活性化の拠点とし

て、また、特色ある学術研究を宮崎から世界へ発信する拠点として、新たな大

学創造に邁進することとしている。 
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２－２. 国立大学法人をとりまく国の文教施設施策の動向について 

(1) 第 4 次国立大学法人等施設整備 5 か年計画(平成 28～32 年度) 

(平成 28 年 3 月 29 日 文部科学大臣決定) 

ⅰ 重点整備 

① 安全・安心な教育研究環境の基盤の整備 

・耐震対策(非構造部材を含む)や防災機能強化に配慮しつつ、長寿

命化改修を推進 

・老朽化した基幹設備(ライフライン)を更新 

② 国立大学等の機能強化等変化への対応 

・大学等の機能強化に伴い必要となる新たなスペースを確保 

・長寿命化に合わせ、機能強化に資する整備を実施(ラーニング・コ

モンズやアクティブ・ラーニング・スペース、地域産業を担う地

域人材育成など、地域と大学の連携強化のための施設整備を実施) 

・大学附属病院の再開発整備の着実な実施 

③ サスティナブル・キャンパスの形成 

・今後 5 年間でエネルギー消費原単位を 5％以上削減 

・社会の先導モデルとなる取組を推進 

 

ⅱ 推進方策(戦略的な施設マネジメントの取組の推進) 

① 施設マネジメント推進のための仕組みの構築 

・経営者層のリーダーシップによる全学的体制で実施 

② 施設の有効活用 

・経営的な視点での戦略的な施設マネジメントの下、施設の有効活

用を積極的に行う。 

・保有面積の増大は、施設管理コストの増大につながるため、保有面

積の総面積抑制を図る。 

③ 適切な維持管理 

・予防保全により良好な教育研究環境を確保する。 

・光熱水費の可視化による維持管理費等の縮減や、必要な財源の確

保のための取組を進める。 

 

ⅲ 多様な財源を活用した施設整備の推進 

大学等は、国が施設整備費の確保に努める一方、資産の有効活用を含

め、多様な財源を活用した施設整備を一層推進する。 
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  (2) 大学経営に求められる施設戦略～施設マネジメントが教育研究基盤

を強化する～ 

(平成 27 年 3 月 国立大学等施設の総合的なマネジメントに関する検討会) 

 

ⅰ 施設マネジメントの必要性 

① 施設の重要性と課題 

・教育研究活動を支える基盤、大学機能強化への対応のため施設は重要。 

・既存施設の老朽化進行、新たな施設需要増加の課題がある。 

② 適切な施設マネジメントの必要性 

・現在の施設マネジメントの取組・成果は不十分、経営者層自らが全

学的な取組として施設マネジメントを進めることが必要。 

 

ⅱ 基本的な考え方 

① 大学経営の一環としての施設マネジメント 

・厳しい財政状況の中で国立大学法人等の理念やアカデミックプラ

ンを実現するために、施設の戦略的な運営が必要。 

・施設マネジメントは、施設の整備や維持管理、既存施設の有効活

用、省エネルギー対策、財源確保等、施設全般に係る様々な取組

である。 

・キャンパス全体について、総合的・長期的視点から、教育研究活動

に対応した適切な施設を確保・活用することを目的として実施す

る。 

・施設に係る取組を大学経営の一環として捉え、教育研究や財務の

戦略との整合性を図りながら実施する。 

② トップマネジメントによる全学的体制の構築 

・施設マネジメントは、経営者層のリーダーシップによる全学的体

制で実施する。 

・体制の構築には、施設マネジメントを経営者層によるトップマネ

ジメントとして位置づけることが必要。 

・横断的な実務体制の構築とともに学内の合意形成を図り、実効性

のある施設マネジメントを実施。 

・また、施設マネジメントの取組への理解を深めるため、施設利用者

への普及啓発による参画意識の醸成が不可欠。 
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③ PDCA サイクルにおける経営者層の役割 

・中期的な行動計画を策定する PDCA サイクルを確立するとともに、

毎年の取組についても短期間の PDCA サイクルにより検証・評価

する。 

・経営者層の十分な理解による主体的な実施が必要。 

 

ⅲ 戦略的な実施手法 

① 教育研究にもたらす効果の想定と事後の検証・評価 

・教育研究等にもたらす効果を想定し施設整備・管理目標を設定す

る。 

・教育研究等にもたらす効果を評価指標によって検証・評価し、結果

を次の効果の想定等に活用する。 

 

 

② 情報を活用した経営判断 

・財務状況や既存施設の現状、利用者ニーズなど、判断に必要な情報

を把握し、教育研究棟にもたらす効果の想定や実施方策の検討を

行う。 

③ 三つの視点を踏まえた実施方策の検討 

・施設マネジメントの三つの視点(クオリティ、スペース、コスト)か

ら総合的なバランスを図りつつ、実施方策を検討する。 

・実施方策の検討結果を踏まえ、施設整備計画・施設修繕計画の中期

的な行動計画を策定する。 

 

ⅳ 国の推進方策 

① 情報提供 

② 施設マネジメントの取組状況の評価 

③ 施設マネジメントの理解促進 
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３. 宮崎大学の施設実態 

３－１. 施設の運用状況・活用状況の実態 

３－１－１. 対象施設の面積一覧 

本学は木花キャンパス、清武キャンパス、花殿キャンパス及び船塚キャンパス

の４つの主要キャンパスがある。 

木花キャンパスは、昭和 59 年の農学部をはじめに、工学部、教育学部と順次

移転整備が進められ、平成元年に全ての組織が移転を完了している。清武キャン

パスは、昭和 49 年に宮崎医科大学として設置後、平成 15 年 10 月に旧宮崎大学

と統合した新生宮崎大学として今日に至っている。 

さらに、花殿キャンパスには附属小学校および中学校、船塚キャンパスには附

属幼稚園があり、その他に農学部附属フィールド科学教育研究センターとして、

住吉、田野、延岡等に施設を保有している。 

宮崎大学では、保有面積約 28 万㎡のうち６割の約 15 万㎡(H28.5.1.現在)が未

改修となっており、そのうち約 9 万㎡が木花キャンパスの施設に集中し、今後

急速な老朽化の進行が予測される。 
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３－１－２. 入学生数及び県内人口数の変化 

１． 本学と他大学の入学定員と大学入学者の出身高校所在地 

 本学は、教育学部、医学部、工学部、農学部、地域資源創成学部の５学部から

なる大学として機能している。学部の年間入学者定員は約 1,035 人で収容定員

は約 4,480 人となり、大学院も合わせると約 5,000 人程度の学生数である。 

 

計 1,035 人／年 

計 1,070 人／年 

入学定員 

計 1,722 人／年 

計 1,950 人／年 

計 1,477 人／年 

計 170 人／年 
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２． 県内人口数の変化－急速な少子高齢化に伴う人口減少 

全国的に人口減少する推計が示されている中で、宮崎県の将来人口推移につ

いても今後20年(2040年)でさらなる減少が見込まれている。また、１８歳人口

は、2010年～2020年頃までほぼ横ばいで推移するが、2030年頃から再び減少

することが予測されている。 

 

今後、少子高齢社会の到来に伴い人口減少見込まれており、学部の組織改編

や人数の見直し等の変化にも対応するため、施設整備を行う際にも検討が必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018 年時点 
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３－１－３. 施設関連経費の推移 

１． 施設整備補助金の減少 

施設整備費補助金は近年減少傾向にあり、補正予算に依存している状況にあ

る。 

 
「（出典）国⽴⼤学協会、国⽴⼤学法⼈ 基礎資料集、2018 年 1 月 30 日。」 

 

２． 宮崎大学の施設関連経費の推移 

施設関連予算は施設整備補助金等や施設費交付金・運営費交付金によるもの

がある。国の予算と同じく施設整備補助金は減少傾向にある。 
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３－１－４. 施設の保有量 

１. 本学の保有資産の状況 

耐震対策はほぼ完了したものの、昭和 59 年から昭和 63 年にかけて整備され

た膨大な施設の更新時期が到来しており、安全面・機能面・経営面で大きな課

題が生じ、対応が急務である。 

 経年 25 年以上の改修を要する施設の面積は全体の約 75％であり、今後 5 年

で経年 25 年以上の改修を要する施設の面積が現在より倍増する。 

基幹設備（ライフライン）の老朽化も進行し、耐用年数を超えたものの割合

が高く、特に教育研究に影響を及ぼすガス配管や排水管の老朽化が 50％を超え

ている。 

 

 

２. キャンパスごとの整備状況 

宮崎大学には４つの主要キャンパス（木花、清武、花殿、船塚）があり、中

でも木花キャンパスは昭和 59 年から 63 年代に移転整備が行われ、経年 30 年

以上の建物が集中している。なお、清武・花殿・船塚キャンパスは改修が順次

完了している。 

 

2018 年５月時点 
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３－１－５. 今後の維持・更新コスト（従来型） 

1. 更新コスト（従来型）について 

今後、現在と同じく古い建物から順番に更新を行った場合のコストを試算し

た。対象施設は 196 棟（全ての建物）とし、全ての建物について古い順から改

修等を行った場合、40 年間で総額 1,583 億円/年の維持・更新コストが必要に

なることが試算された。 

これは、年間で考えると 39.6 億円となり、現在の約 2.3 倍程度の予算を毎年

確保していくことが必要となるため、現状の古い建物から順番に更新を続けて

いくと、財政的にも非常に厳しいことがわかる。 
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2. 施設維持管理・光熱費の実態について 

維持管理とは、施設の点検・運転・維持・修繕を行うことにより、施設を正

常に保つことである。教育研究環境を良好に保ち、施設利用者が快適に安心し

て施設を利用するためには、保有する施設を健全に維持していくことが極めて

重要である。 

光熱費とは電気料・水道料・ガス料・燃料費のことであり、必要経費とな

る。 

維持管理費が減少すると、施設の劣化・損傷に対応する修繕、設備機器の点

検保守等が充分に行えず、教育研究環境を良好に保てなくなる。 

教育研究への機能強化対応に伴い、宮崎大学の保有面積は増加傾向にあり、

光熱水費は年々増加している。その反面、維持管理費は低水準となり、必要な

補修や修繕が満足にできていない。多くの建物で必要な維持管理費が確保され

ていないため、機能が著しく低下し問題が起きてからの対応となっており、結

果、事後保全となっている。 

 

 

 異常が起きてから対応する事後保全の場合、大きな損傷を招き修繕費が高くな

るばかりではなく安全性が脅かされる。また、設備の性能が低下した状態での運

転費は通常よりも増加し、さらに故障した場合、修繕に時間がかかり、教育研究

の支障が発生する。 
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□ 施設の維持管理について 

 文部科学省で実施した調査の結果によれば、国立大学等における平成 25 年

度の維持管理費の実績は平均 2,500 円／㎡で、私立大学の実績の半額程度にと

どまっており、修繕、清掃、警備等の実績額により差が生じていると考えられ

る。国立大学等と私立大学とを単純に比較することはできないものの、予算や

契約に関する制度の違い等を考慮しても維持管理の実施状況に格差が認められ

る。 

法改正や人件費の高騰等による点検・保守・運転監視費等の増加に圧迫され

修繕費は減少しており、設備更新等の修繕費の確保が課題である。 

 

 

  

「（出典）文部科学省 ⼤学経営に求められる施設戦略、

2015 年 3 月」 
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□ 宮崎大学の維持管理費と光熱水費の現状について 

2015～2019 年度の附属病院を保有する総合大学（25 大学）における教育研

究施設等の維持管理費の実績は平均 1,903 円/㎡、附属病院（42 法人）の維持

管理費の実績は平均 7,428 円/㎡となっている。一方、本学の維持管理費の実

績は、教育研究施設が平均 1,245 円/㎡、附属病院が平均 7,089 円/㎡である。 

本学は、経年 30 年以上の建物が増え老朽化が進んでおり、修繕費の確保が

課題となっている。 

 

○教育研究施設等の維持管理費の推移 

  

 

○附属病院の維持管理費の推移 

 

（「国立大学法人等における施設維持管理費等実態調査の結果について（平成 26 年度～平成 30

年度実績）、（平成 27 年度～令和元年度）」より作成） 
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光熱水費は、一時期増加傾向にあったが、省エネ改修等の推進により増加傾

向が抑えられてきた。施設の維持管理費確保のため、今後も省エネ改修の推進

が必要である。 

 

○光熱水費の推移 

  

 

（2020 年 1 月「国立大学法人等における施設維持管理費等実態調査の結果について（平成 26

年度～平成 30 年度実績）」参照） 

 

  

教育研究施設等の光熱水費 附属病院の光熱水費 
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３－２. 施設の老朽化状況 

３－２－１. 施設老朽化状況の実態 

本学では建物点検として、2017 年度～2018 年度にかけ、全ての建物（196

棟）について点検調査を行った。その結果を建物カルテにまとめ、施設・各部

位の劣化状況を確認している（資料１－１、１－２参照）。 

 

  
 

不具合の発生状況を見ると、屋根防水や給排水衛生の修繕が特に多い。道路

や内装、外壁などの修繕も多く、研究に支障をきたすものの修繕が多い。 

計画策定にあたって、施設・部位の劣化状況を踏まえた指標および優先順位

の考え方を示すことが重要である。 
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３－２－２. 施設の長寿命化計画について 

国立大学法人等が抱える膨大な施設を効果的効率的に施設整備や維持管理を

行うためには、従来のライフサイクルコストから長寿命化のライフサイクルへ

転換することにより、既存施設を最大限活用することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事後保全型から予防保全型への転換 

従来の維持管理 

（事後保全） 

長寿命化計画 

（予防保全） 

補修が大規模に

なると補修費用

が増える 

ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄが増え

適切な維持管理が

困難になる 

劣化が進む前の

計画的な 

維持管理対策 

こまめな予防

保全で補修費

は減る 

ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄが減

り良好な維持管

理が可能になる 

予算がないため、

修理が必要な箇所

のみ対策 
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施設の機能や性能の劣化の有無や兆候・状態を把握し、劣化を予測した上で、

計画的に適切な保全を行い、機能停止などを未然に防ぐ「予防保全」による施設

長寿命化を推進し、財政負担の縮減・平準化に取組む。 
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３－２－３. 今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 

今後の方向性を定めていく上で、施設の将来における修繕費や更新にかかる

事業費を見通し、現在の施設を今後も保有していくことが可能であるか、ま

た、どのようにしていけば保有していくことが可能なのか分析・把握すること

が重要である。 

 下記の表は、今後の維持・更新コストを示している。建物を主に改築（建替え）

で維持・更新した場合を最大とし、インフラ長寿命化計画（行動計画）で示した

長寿命化で維持・更新した場合で比較検討を行った。全ての建物 196 棟で検討

した場合、改築型は今後 40 年間で計約 1,580 億円（約 40 億円/年）、長寿命化

型は計約 1,340 億円（約 34 億円/年）と膨大な建物更新費が必要との試算となっ

た。 

 そこで、長寿命化を行う対象建物を主要な建物に絞り込み、維持・更新費を検

討した。 

 

○従来型(改築)と長寿命化型で比較した検討表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討①

本学の
全建物

棟数 196棟

面積 288,017㎡

40年間の
必要額

1,583億円

１年間の
必要額

39.6億円/年

40年間の
必要額

1,340億円

１年間の
必要額

34億円/年

項目

条件

長寿命化

型

（100年で
改築）

1,323億円 1,200億円 925億円

33億円/年 30億円/年 23億円/年

改築型
（50年で
改築）

1,564億円 1,445億円 1,158億円

39.1億円/年 36.1億円/年 29億円/年

122棟 91棟 76棟

200㎡以下の小規模
建物を除いて検討

木花・清武・花殿・船塚
で検討

木花・清武・花殿・船塚で
検討（附属病院除く）

282,720㎡ 252,303㎡ 174,158㎡

検討② 検討③ 検討④
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○従来型（改築）の１９６棟（宮崎大学の全ての建物）で試算した場合 

 
 

○１９６棟（宮崎大学の全ての建物）を長寿命化した場合 

・総額約 1,340 億円、年間約 34 億円の更新費が必要 

・従来型と比べて総額▲243 億円、年間▲5.6 億円で 15.4％の削減効果 

 
※行動計画策定時（平成 29 年 3 月）の試算 
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○７６棟を長寿命化した場合 【上記の主要団地から病院を除いて検討】 

・附属病院と小規模建物(200 ㎡以下)を除く、主要団地の建物 76 棟で検討した場合 

（附属病院施設は、財政融資資金を財源とした長期借入金を活用して整備することから、

分けて検討する） 

・総額約 925 億円、年間約 23 億円の更新費が必要 

・従来型と比べて総額▲658 億円、年間▲16.6 億円で 41.6％の削減効果 

 
参考：コスト試算条件 

 
※行動計画策定時（平成 29 年 3 月）の試算 
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３－２－４. 施設更新費に係わる自己資金必要額の試算結果 

長寿命化の試算結果グラフから、補助金の必要額と自己資金の必要額を算出した。 

施設整備費補助金は、年間(2014 年～2018 年)の平均で約 6 億円の実績がある。(ただ

し、ライフライン関係（排水管等）の建物以外の補助事業も含む） 

 自己資金は年間(2014 年～2017 年)の平均で約１億円の実績がある。 

 

【全ての建物１９６棟で検討した場合】 

・補助金は年間で 16.2 億円以上の確保が必要 

・自己資金は年間で 8.0 億円以上の確保が必要である。 

【附属病院と小規模建物を除く、主要団地の建物７６棟で検討した場合】 

・補助金は年間で 9.5 億円以上の確保が必要 

・自己資金は年間で 4.3 億円以上の確保が必要 

 

今後４０年間で全ての建物を維持するためには、多額の資金が必要となる。 

※行動計画策定時（平成 29 年 3 月）の試算 
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３－２－５. 施設の総量の最適化と重点的な整備 

本学の理念やアカデミックプランの実現を目的として、施設について戦略的

な運営を行い、教育研究や財務の戦略と整合性を図りながら、大学機能強化の

ニーズに対応することが重要である。 

 施設に係る支出（新増築、改修費、維持管理費及び光熱水費）は大学の支出

全体の約１６％を占めており、財務経営に与える影響は少なくない。 

インフラ長寿命化計画は、大学のインフラ設備を適切に維持していくための機

能回復を目指しており、これまでの事後保全による非効率的かつ不経済な維持

管理から脱却し、予防保全による効率的・経済的な施設整備・維持管理への転換

を図る計画である。 

ただし、すべての施設を整備し、運営するだけの財政基盤がない場合は、「施

設等の優先度」を検討する。長期的に必要となる施設を判断し、将来の財政状況

等を見据え「重点的な整備」を行い、施設の役割を将来に渡り持続的に発揮させ

ることで、教育機能強化を図る。 
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総合的・長期的な視点で教育研究活動に対応した適切な施設を確保・活用する

ためには、施設の現状を把握し、何を優先すべきか総合的に判断すると同時に、

必要な財源確保策を検討した上で長期的に必要となる施設の検討を行い、長寿

命化に向けた計画の策定や保有施設の総量の最適化も検討に入れながら、施設

のマネジメントを進めることが重要である。 

 

○計画的な施設整備 

施設の物理的な性能を維持するための大規模改造（性能維持改修）と施設の平

面計画の変更等の教育研究ニーズ等に対応するための長寿命化改修（機能改修）

の２つに区分した場合、施設を長期間利用していくためには大規模改造を適時

適切に行うことが重要である。 

長寿命化改修(機能改修)は教育研究ニーズを踏まえながら対応していくこと

が重要であるが、老朽化した膨大な施設を維持していくためには、施設整備の必

要性や効果等について十分検討しメリハリを付け効果的・効率的に行うことが

重要である。 

 

○施設整備における優先度の考え方 

すべての施設を整備し、運営するだけの財政基盤がない場合は、「施設等の優

先度」が考えられる。建築年数が長い施設（重症度の高い）を優先的に改修して

いくと、建築年数が短い若い建物もやがて年齢を重ね老朽化が進み、いつまで経

っても改修・更新の追いかけっこになり、財政を圧迫しかねない。そのためにも

長期的に必要となる施設の総量を判断し、将来の財政状況等を見据えた「建築物

総量の管理」が重要である。 
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４. 本学施設整備の基本方針等 

４－１. キャンパスマスタープラン・インフラ長寿命化計画の一体的計画 

本学のアカデミックプランや経営戦略、中期目標・中期目標中期計画と連動し

た戦略的な施設戦略を行うため、キャンパスマスタープランを策定している。キ

ャンパスマスタープランは、教育研究の高度化・グローバル化、学内共同利用・

大学間共同利用の促進等の大学戦略等および教育研究の将来構想を踏まえたキ

ャンパスの目指すべき姿を具体化している。インフラ長寿命計画もこのキャン

パスマスタープランに記載されており、重要な役割を担っている。 

インフラ長寿命化計画は、大学のインフラを適切に維持していくための機能

回復を目指しており、これまでの事後保全による非効率的かつ不経済な維持管

理から脱却し、予防保全による効率的・経済的な施設整備・維持管理への転換を

図る計画である。 

キャンパスマスタープランとインフラ長寿命化計画は相互に関係しており、

一体的な計画として互いに補完している。 

 

○キャンパスマスタープラン 

キャンパス環境において目指すべき姿を具体化した基本計画。 

①キャンパス像に関する長期的ビジョンの確立、②キャンパス環境の質の向

上、③有るべき姿を示し変化の必要性を提示、④施設の配置とデザイン決定の

理論確立などを目的としている。 

 

○インフラ長寿命化計画 

キャンパスマスタープランにおいて定めた基本計画に沿って、インフラ（施

設・設備）の整備・維持管理を実施するための計画。 

インフラを適切に維持していくための機能回復を目指し、これまでの事後保

全による維持管理から予防保全による効率的・経済的な施設整備・維持管理へ

の転換を目的としている。 
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○キャンパスマスタープラン・インフラ長寿命化計画の位置付け 

 

 

 

○キャンパスマスタープランとインフラ長寿命化計画の関係 
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４－２. 本学施設の整備の基本方針 

１. 基本的な考え方 

本学施設の整備の基本方針は、「国立大学改革」および「国立大学経営力戦略」

等の国の施策、これを受けた「宮崎大学第 3 期中期目標・中期計画(2016 年 4 月

1 日～2022 年 3 月 31 日)」に掲げる大学機能強化、および、その対応のための

「第 4 次国立大学法人等施設整備 5 か年計画(平成 28～32 年度)」、「大学経営に

求められる施設戦略～施設マネジメントが教育研究基盤を強化する～」等に即

したものとする。 

    

 

２. 今後の本学施設の活用方針と留意事項 

本学施設の目指すべき姿や本学の財政状況と施設管理関係予算の状況等を踏

まえ、個別施設の活用方針を以下のとおり検討する。 

 

方針① 現状規模・機能を維持する場合 

大学機能強化等のニーズに対応することに留意しつつ、スペースマネジメント

による既存施設の有効活用を一層進めることが重要である。 

施設の転用が見込めない場合には、施設を保有しているだけでも日常的な維持

管理のための費用がかかることから、不要となった部分を取り壊す「減築」を行

うことも考えられる。 

 

方針② 現状規模・機能を維持しつつ、複合化・共用化等を検討する場合 

本学施設が地域の核となることも視野に入れながら、地域の実情に応じ、他の

文教施設・公共施設等との複合化・共用化も考えられる。 
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方針③ 用途廃止等を検討する場合 

改修等の優先順位付けと実施計画を策定する必要がある。すなわち、施設の

改修や日常的な維持管理等を効果的に進めていくため、将来的な用途廃止等の

予定や施設の転用等の見込みを十分に考慮し、それらに応じたムダのない適切

な方法とする。 

 

３. 実効性ある計画とするために 

情報収集や関係者間の調整等に時間を要し、現時点で具体的な改修計画が立て

られない場合は、策定に向けた具体的な検討時期を定め、確実に検討を進めてい

くことが重要である。 

国の施策等、関連する計画が策定・改訂された場合には、計画に反映できるよ

うにフォローアップを行う。 
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５. 基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

５－１. 改修等の整備水準 

５－１－１. 長寿命化実施に伴う整備水準 

改修(特に長寿命化改修)の実施にあたっては、単に数十年前の建築時の状態に

戻すのではなく、構造体の長寿命化やライフラインの更新等により建物の耐久

性を高めるとともに、省エネ化や多様な教育研究活動等の大学機能強化に対応

するための改修を行うことが重要である。 

把握した施設の現状から、今後の改修等によりどの水準まで引き上げるか、施

設の部位毎に検討し、長寿命化計画における統一的な方針を設定する。 

これにより、類似用途・規模の施設における整備水準の統一を図ることができ

る。また、部位毎のおおまかな整備費用を試算することで、大規模改修等を行う

際に必要となる額をあらかじめ想定することができる。 

整備水準を検討する項目(部位)としては、以下のものが考えられる。 

 

整備水準を高めるほどコストは高くなる一方、建物性能向上により、建物寿命

が延びて光熱水費の縮減につながる好循環のリノベーションとなる可能性もあ

るため、整備水準の設定に当たっては、ライフサイクルコストを考慮し、予算の

見通しを踏まえた水準を設定することが有効である。 

 

(1) 長寿命化の方針 

国を含めた厳しい財政状況下、改築を中心とした老朽化対策では対応しきれ

ない施設が大幅に増加する恐れがある。中長期的な維持管理等にかかるトータ

ルコストの縮減・予算の平準化を実現するため、原則として、改築より工事費が

安価かつ、廃棄物や二酸化炭素の排出量が少ない長寿命化改修への転換を図る

ことが必要である。 

 

 

安全・安心 
内装、外装、非構造部材の耐震対策、防災機能、防犯対策、 

事故防止対策、アスベスト対策等 

機能強化 
設備(空調、給排水等)、アクティブラーニング、ICT 設備、 

バリアフリー、トイレ仕様、エレベータ仕様等 

サスティナブル 

・キャンパス 

断熱性能、日射遮蔽性能、遮音性能、設備の高効率化、 

木材使用等、ZEB 化の導入 
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(2) 点検・診断 

行動計画や個別施設計画に基づき、できるだけ早期に必要な体制を整備し、定

期的な点検により劣化・損傷の程度や原因等を把握するとともに、劣化・損傷が

進行する可能性や施設に与える影響等について評価(診断)を実施する。 

 

(3) 予防保全の方針 

施設をできる限り長く使用するため、適切な維持管理を行うことが重要であ

る。そのため、老朽化による劣化・破損等の大規模な不具合が生じた後に修繕等

を行う「事後保全」だけではなく、損傷が軽微な早期段階から予防的な修繕等を

実施することで機能・性能の保持・回復を図る「予防保全」を行うことが有効で

ある。 

「予防保全」を行うことにより、突発的な事故や費用発生を減少させることが

でき、施設の不具合による被害のリスクの軽減、改修・日常的な維持管理の費用

の平準化、および、中長期的なトータルコストの低減が可能となる。一方、毎年

の維持管理費として、一定程度の費用を見込む必要があることに留意する必要

がある。 

 

(4) 建物の目標使用年数の設定 

鉄筋コンクリート造施設の法定耐用年数は 47 年となっているが、物理的な耐

用年数はこれより長い。適切な維持管理がなされ、コンクリート及び鉄筋の強度

が確保される場合には 70～80 年程度、さらに、技術的には 100 年以上の長寿命

化も可能であることを踏まえて、目標耐用年数を設定する。 

 

(5) 改修周期の設定 

あらかじめ設定した目標耐用年数まで使用するため、必要な改修の周期を設

定する。築 20 年程度経過後に原状回復のための改修を行い、目標使用年数の中

間期に長寿命化改修を実施、その後改築までの期間に、再度、原状回復のための

改修を行うなど、定期的に必要な改修を行うことで建物を長寿命化することが

重要である。このことにより、建物の機能・性能の低下を長期間放置することな

く、求められている水準まで引き上げる機会を定期的に得ることができるメリ

ットもある。 

 

(6) 基準類の整備 

各施設の特性を踏まえ、法令、要領、基準およびマニュアル等の基準類を全体

として過不足なく、整合性をもって体系的に整備する必要がある。 
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(7) その他、個別の課題への対応 

本学の実情等に応じて、施設が果たす役割、機能、活用状況および重要性等の

整備を実施する際に考慮すべき事項を設定の上、それらに基づく基本的な考え

方を明確化する。 

 

５－１－２. 長寿命化を行う計画対象施設の設定 

 長寿命化を行う対象施設は、「１－４．対象施設」において示したとおり、借

用建物を除く全ての保有施設とする。ただし、200 ㎡以下の小規模建物について

は事後保全のみ実施し、大規模建物への機能集約・取り壊しを検討する。 

 

〇長寿命化計画の対象範囲 

教育研究施設  ：木花団地、清武１団地、花殿団地、船塚２団地、住吉団地 

田野１団地、赤水団地、木原２団地 

病院・動物病院 ：木花団地、船塚２団地 

寄宿舎・職員宿舎：木花団地、清武２団地、清武３団地 

基幹設備（ライフライン）：木花団地、清武１団地、花殿団地、船塚２団地 

住吉団地、田野１団地、赤水団地 

 

５－１－３. 目標耐用年数と改修周期の設定 

長寿命化を図る施設の耐用年数および長寿命化改修(機能改修)については、次

の考え方を基本とする。ただし、用途や整備年代が多様であり、一律にあてはめ

ることは困難であることから、個別に施設の劣化状況を踏まえた判断が必要で

ある。 

 

・長寿命化を図る施設の耐用年数は８０年を目標とする。 

・長寿命化を図るためには、維持管理を適切に実施するとともに、経年 20～25

年程度の間隔で次の大規模改造を実施する。あわせて、法定改正等への対応に

ついても検討する。 

 

〇大規模改造（機能回復）：経年 20～25 年と 60～75 年に実施 

設備（空調等）・屋上防水・外壁の改修や更新等 

 

〇長寿命化改修(機能向上)：経年 40～50 年に実施 

設備(空調・照明・給排水等)・屋上防水・外壁・建具の改修や更新、躯体の

耐久性回復等（主に教育研究の機能強化向上に対応する） 
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ただ、部位によっては 20 年より短い期間で耐用年数が設定されているものも

あるため、定期的な点検により劣化状況を把握し更新時期を判断することが重

要である。 

特に、躯体の劣化は耐久性に大きく影響するため、外壁や屋上防水の修繕等の

維持管理を適切に実施することが重要である。 
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５－２. 予防保全のための維持管理項目・手法 

１． 適切な維持管理の実施および予防保全計画の整備 

本学施設の老朽化状況において把握した項目のうち、今後継続的に維持管理

の点検・評価の対象とする項目を選定し、選定した部位毎にチェックリストを作

成し点検方法・頻度等を設定するとともに、部位毎に事後保全・予防保全の別を

決定し、計画的に修繕等を行うことが重要である。 

建物および部位の点検には、建物カルテを活用する。点検・評価結果は、建物

カルとして蓄積することにより、今後の老朽化の予測、長寿命化の目標年数等の

検討に活用する。老朽化が原因で発生する不具合のうち軽微なものについても、

建物カルテに記載することでデータを蓄積していく。 

また、予防保全により中長期的な維持管理等に係るトータルコストを下げる

ため、維持管理に係る予算について毎年一定程度見込む必要がある。 

施設の劣化を抑制するためには、施設を丁寧に使用することも不可欠であり、

日常的な清掃等に加え利用者の意識醸成に向けた取組みも必要である。 

 

２． 適切なタイミングでの改修 

施設の老朽化が深刻になる前に、適切なタイミングで改修を行うことが必要

である。 

特に、建設から年数が浅い施設や老朽化していない施設については、維持管理

を着実に行うことが重要である。定期的な点検により施設の劣化状態を把握し

た上で、最適なタイミングで補修を図る。特に、大規模な施設でライフサイクル

コストの縮減効果が高い施設については、建物カルテにおける健全度に基づき、

時間経過に伴う劣化・損傷を予測した上で、施設の長寿命化を図ることを目的と

して修繕、更新を行う。 
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５－３. 優先度の設定 

（個別施設計画策定時における新たな考え方の導入） 

施設を高いレベルで良好な状態に保つためには予防保全を行うことが重要で

あるが、全て一律に予防保全を行うとコストが増加する。 

修繕費用を抑えるため、計画を実施に移す段階において、不具合の実績・劣化

状況等を確認し、まだ使用に問題のないものは更新時期を延期して修繕費の削

減を行う。まだ使えるものを長く使うという観点で、修繕費用が減り経済的にも

有効である。 

また、効果的・効率的に維持管理を行うため、予防保全を行うもの、劣化状況

等を踏まえて行うもの、および、事後保全で対応していくものを整理し、優先順

位をつけることが重要である。 

優先順位は、施設の種別ごとに以下の考え方を基に設定する。 

 

５－３－１. 教育研究施設における優先度 

１． 優先度の設定 

 教育研究施設のうち、事後保全にて維持管理する 200 ㎡以下の小規模建物を

除く８６棟を対象とし、下記２点の判断指標を基に優先度を設定した。 

 

○教育研究における重要度 

 教育研究における施設の重要度合いにより、対象施設を 3 つに区分した。 

 

  施設重要度Ⅰ 教育研究拠点等（義務的なもの） 

  施設重要度Ⅱ 産学連携拠点等（準義務的なもの） 

  施設重要度Ⅲ 福利厚生施設等（サービス目的） 
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○老朽度・安全性・狭隘度 

 点検結果をまとめた建物カルテの総合劣化度の点数により、対象建物を 4 つ

に区分した。 

 

  総合劣化度① 安全・機能・信頼性に深刻な支障 

（建物カルテ総合劣化度 70 点以上） 

  総合劣化度② 安全・機能・信頼性に重要な支障 

         （建物カルテ総合劣化度 60 点以上 70 点未満） 

  総合劣化度③ 安全・機能・信頼性にやや重要な支障 

         （建物カルテ総合劣化度 50 点以上 60 点未満） 

  総合劣化度④ 安全・機能・信頼性に軽微な支障 

         （建物カルテ総合劣化度 50 点未満） 

 

２つの指標を軸として対象建物を 12 区分し、施設重要度および総合劣化度の

高い施設を予防保全の優先順位が高い施設として優先度を設定した。 

 

○優先度の考え方 
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○教育研究施設の優先度（2020 年度時点） 

 

 

２． 施設重要度別の改修内容の設定 

（個別施設計画策定時における新たな考え方の導入） 

5-1-3 において長寿命化を図る施設の改修周期の設定を行ったが、施設の更新

に必要な費用は膨大であり、全ての施設を同程度で長寿命化を図るのは現実的

ではない。そこで、予防保全の優先度判断指標の１つである施設の重要度により

改修内容の変更を行った。 

 

 

(住吉) (054)実験研究棟 (60) (木花) (001)実験研究棟講義棟 (57) (木花) (020)工学部Ａ棟 (47) (清武1) (020)臨床研究棟 (38)

(木花) (019)農場管理棟 (50) (木花) (002)実験研究棟(獣医) (45) (清武1) (001)講義実習棟 ※2 (16)

(木花) (004)中央機械室棟 (45) (清武1) (002)基礎臨床研究棟 ※2 (0)

(住吉) (063)短期宿泊施設 (55) (木花) (021)工学部Ｃ棟 (45) (清武1) (004)基礎臨床研究棟 ※2 (0)

(木花) (031)情報基盤センター (45) (清武1) (012)図書館 ※2 (0)

(田野1) (009)事務所 (57) (木花) (040)体育館 (45) (清武1) (024)総合教育研究棟 (0)

(木花) (043)実験研究棟(教) (45) (清武1) (035)発電機室 (0)

(木花) (054)講義棟 (33)

(木花) (053)廃液処理施設棟 (28) (花殿) (035)附属小学校校舎 (43)

(木花) (022)工学部Ｂ棟 (27) (花殿) (037)附属小学校体育館 (23)

(木花) (073)総合研究棟 (5) (花殿) (038)附属中学校体育館 (23)

(木花) (072)工学部Ｅ棟 (0) (花殿) (001)附属中学校教室 (9)

(木花) (042)附属図書館 ※2 (0) 1･2号※2

(木花) (083)発電機室Ａ (0) (花殿) (034)附属中学校校舎 ※2 (7)

(木花) (084)発電機室Ｂ (0) (花殿) (020)附属小学校教室2号 ※2 (0)

(木花) (085)発電機室Ｃ (0) (花殿) (022)附属小学校教室1号 ※2 (0)

(船塚2) (080)幼稚園舎 (16)

計
36

建物

(木花) (003)福利施設棟 (55) (木花) (039)ﾌﾛﾝﾃｨｱ科学実験 (40) (清武1) (010)ﾌﾛﾝﾃｨｱ科学実験 (35)

総合ｾﾝﾀｰ（RI木花分室） 総合ｾﾝﾀｰ(RI清武分室) ※2

(木花) (067)産学・地域連携ｾﾝﾀｰ (38) (清武1) (015)ﾌﾛﾝﾃｨｱ科学実験 (33)

（産学・地域連携施設） 総合ｾﾝﾀｰ(生物資源分野)※2

(木花) (032)事務局棟 (38) (清武1) (005)福利施設 ※2 (5)

(木花) (069)産学・地域連携ｾﾝﾀｰ (23) (清武1) (019)ﾌﾛﾝﾃｨｱ科学実験 (0)

（機器分析支援施設） 総合ｾﾝﾀｰ(生物資源分野) ※2

(木花) (066)教育協働開発ｾﾝﾀｰ (28) (清武1) (022)ﾌﾛﾝﾃｨｱ科学実験 (0)

(木花) (068)創造ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ棟 (23) 総合ｾﾝﾀｰ（RI清武分室） ※2

(木花) (049)美術棟 (16) (清武1) (029)外来管理棟 (0)

(木花) (050)技術・家庭棟 (16)

(木花) (051)音楽棟 (16) (赤水) (001)附属水産実験所施設棟 (23)

(木花) (071)ﾌﾛﾝﾃｨｱ科学実験 (0)

総合ｾﾝﾀｰ(遺伝資源分野)

(木花) (080)産業動物教育研究ｾﾝﾀｰ (0)

(木花) (088)創立330記念交流 (0)

(木花) (092)地域ﾃﾞｻﾞｲﾝ棟 (0)

計
21

建物

(木花) (034)大型及び小型機械棟 (60) (住吉) (048)乳および肉加工室 (57) (木花) (007)環境制御動物実験棟 (47) (清武1) (006)体育館 (43)

(住吉) (052)乾草給与場 (57) (木花) (028)機械実習工場 (45) (清武1) (018)武道場 (32)

(住吉) (035)車輌庫 (60) (木花) (033)農業博物館 (40)

(住吉) (049)乳牛舎 (60) (木花) (008)暖草地生産利用実験棟 (38) (住吉) (055)試験畜舎 (45)

(住吉) (053)繁殖牛舎 (60) (木花) (011)農林水理実験棟 (38) (住吉) (058)堆肥舎 (43)

(住吉) (056)子牛舎及び衛生室 (60) (木花) (013)農業工学実験棟 (38) (住吉) (066)肥育牛舎 (0)

(住吉) (057)第２車輌庫・火力乾燥 (60) (木花) (023)電気機器実験棟・車庫 (38) (住吉) (067)豚舎 (0)

(木花) (025)高電圧実験棟 (38)

(木原2) (001)水田作業舎 (60) (木花) (026)土木工学実験実習棟 (38)

(木花) (027)機械工学実験実習棟 (38)

(木花) (012)木材食品加工実験実習 (38)

車庫棟

(木花) (045)課外活動施設 (25)

(木花) (057)課外活動施設 (25)

(木花) (070)乱流風洞実験棟 (23)

計
8

建物

※1は建替えを実施した施設
※2は大規模改修を実施した施設

総合劣化度

④
(50点未満)

①
(70点以上)

②
(60点以上70点未満)

③
(50点以上60点未満)

( )内の数値は総合劣化度

計

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

4建物

施
設
重
要
度

0建物

0建物 1建物

1建物0建物 0建物

31建物

20建物

86建物

20建物

建物数 71建物0建物

7建物 2建物

7建物8建物

優先度

１

優先度

２

優先度

３

優先度

４

優先度

６

優先度

５

優先度

４

優先度

３

優先

度

優先

度

優先

度

優先

度

高 低

高

低



40 
 

○施設重要度別の改修イメージ 
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５－３－２. 附属病院・附属動物病院における優先度 

１． 優先度の設定 

 附属病院・附属動物病院のうち、事後保全にて維持管理する 200 ㎡以下の小

規模建物を除く１６棟を対象とし、建物カルテの総合劣化度の点数により対象

建物を 4 区分し優先度を設定した。 

 

  総合劣化度① 安全・機能・信頼性に深刻な支障 

（建物カルテ総合劣化度 70 点以上） 

  総合劣化度② 安全・機能・信頼性に重要な支障 

         （建物カルテ総合劣化度 60 点以上 70 点未満） 

  総合劣化度③ 安全・機能・信頼性にやや重要な支障 

         （建物カルテ総合劣化度 50 点以上 60 点未満） 

  総合劣化度④ 安全・機能・信頼性に軽微な支障 

         （建物カルテ総合劣化度 50 点未満） 

                       ※教育研究施設と同様 

 

○附属病院・附属動物病院の優先度（2020 年度時点） 

 

 

  

(附属病院) (清武1) (008)看護師宿舎 ※2 (28)

(清武1) (007)中央機械室 (40) (清武1) (009)看護師宿舎 ※2 (25)

(清武1) (021)MRI-CT装置棟 ※2 (16) (清武1) (013)看護師宿舎 ※2 (23)

(清武1) (023)MRI-CT装置棟 ※2 (16)

(清武1) (003)附属病院 ※2 (0) (動物病院)

(清武1) (025)中央診療棟 (0) (木花) (005)動物病院※4 (38)

(清武1) (028)外来診療棟 (0) (木花) (006)動物舎 (38)

(清武1) (034)救命救急ｾﾝﾀｰ・ﾍﾘﾎﾟｰﾄ棟 (0)

(清武1) (014)倉庫 (38)

(清武1) (026)立体駐車場 (0)

(清武1) (030)格納庫 (0)

(清武1) (037)カルテ倉庫 (0)

計 16 建物

※2は大規模改修を実施した施設
※4はPFIにて検討

総合劣化度
① ② ③ ④

附属病院
附属動物病院

0建物 0建物 0建物 16建物

建物数 0建物 0建物 0建物 16建物

計 16建物

優先度

１

優先度

２

優先度

３

優先度

４
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２． 改修内容の設定 

附属病院・附属動物病院は、教育研究施設における施設重要度Ⅰと同様に、本

学における主要施設である。そのため、改修内容も教育研究施設における施設重

要度Ⅰと同様に設定した。 

 

○附属病院・附属動物病院の改修イメージ 
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５－３－３. 寄宿舎・職員宿舎における優先度 

１． 優先度の設定 

 学生寄宿舎・職員宿舎１９棟を対象とし、建物カルテの総合劣化度の点数によ

り対象建物を 4 区分し優先度を設定した。 

 

  総合劣化度① 安全・機能・信頼性に深刻な支障 

（建物カルテ総合劣化度 70 点以上） 

  総合劣化度② 安全・機能・信頼性に重要な支障 

         （建物カルテ総合劣化度 60 点以上 70 点未満） 

  総合劣化度③ 安全・機能・信頼性にやや重要な支障 

         （建物カルテ総合劣化度 50 点以上 60 点未満） 

  総合劣化度④ 安全・機能・信頼性に軽微な支障 

         （建物カルテ総合劣化度 50 点未満） 

                       ※教育研究施設と同様 

 

○寄宿舎・職員宿舎の優先度（2020 年度時点） 

 

  

(清武2) (005)職員宿舎（２棟）※3 (66) (清武2) (001)職員宿舎（Ｄ棟）※3 (55) (木花) (064)国際交流会館単身者棟 (28) (清武2) (007)職員宿舎（４棟）※3 (40)

(清武3) (001)職員宿舎（Ａ棟）※3 (66) (清武2) (002)職員宿舎（Ｅ棟）※3 (55) (木花) (065)国際交流会館夫婦 (28) (清武2) (004)職員宿舎（１棟）※3 (38)

(清武3) (003)職員宿舎（Ｃ棟）※3 (66) (清武2) (003)職員宿舎（Ｆ棟）※3 (55) ・家族棟 (清武2) (006)職員宿舎（３棟） (25)

(木花) (044)男子寄宿舎 ※2 (0) (清武2) (008)職員宿舎（５棟）※2 (0)

(木花) (060)女子寄宿舎 ※2 (0) (清武2) (012)保育施設 (0)

(木花) (089)留学生宿舎 (0)

(清武3) 職員宿舎（Ｂ棟）※3 (38)

(清武1) (016)非常勤講師宿泊施設 ※2 (15)

(清武1) (017)非常勤講師宿泊施設 ※2 (15)

計 19 建物

※2は大規模改修を実施した施設
※3は取り壊し予定建物

計 19建物

建物数 0建物 3建物 3建物 13建物

3建物 13建物

職員宿舎
学生寄宿舎

0建物 3建物

総合劣化度
① ② ③ ④

優先度

１

優先度

２

優先度

３

優先度

４
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２． 改修内容の設定 

学生寄宿舎・職員宿舎は福利厚生施設に属し、学生・教職員の生活基盤である。 

職員宿舎は経年40年を超えており、大規模改修の時期が到来している。また、

職員宿舎１棟・４棟の耐震性不足、および、全体の入居率の低下による共益費不

足・自治会運営の支障等の課題がある。そこで、2018 年 2 月に「宮崎大学職員

宿舎再編計画」を策定し、11 棟中 9 棟を解体する計画である。 

（参考：資料３－３「宮崎大学職員宿舎再編計画」） 

再編計画対象外の学生寄宿舎および職員宿舎等は、継続して使用するため、一

定の生活環境を維持する必要がある。そこで、教育研究施設における施設重要度

Ⅲ（福利厚生施設等）と同様の頻度で改修を行うが、改修内容は充実させて設定

した。 

 

○学生寄宿舎の改修イメージ 

 
 

○職員宿舎の改修イメージ 

 



45 
 

≪参考：小規模建物・借用建物の一覧≫ 

 

○小規模建物：事後保全のみ実施し、大規模建物への機能集約・取り壊しを検討 

 

 

 

○借用建物：長寿命化対象外 

 

 

  

(花殿) (026)渡り廊下 (90) (木花) (018)危険物薬品貯蔵庫 (60) (木花) (035)標本植物温室 (57) (木花) (017)ボイラ室 (47) (清武１) (036)サークル棟 (0)

(木花) (038)機械室 (60) (木花) (041)器具庫 (50) (木花) (024)危険物薬品庫 (47) (清武１) (038)防災倉庫 (0)

(住吉) (036)乾草庫 (71) (木花) (029)ポンプ室 (47) (清武１) (039)防災倉庫 (0)

(花殿) (010)物置 (60) (住吉) (050)バンガーサイロ (57) (木花) (036)土耕ガラス室 (47) (清武１) (040)実験廃水管理棟 (0)

(花殿) (013)ポンプ室 (60) (木花) (030)超波計測室 (47)

(花殿) (033)物置 (60) (木花) (009)ガラス室 (38) (花殿) (032)ガラス温室 (38)

(木花) (010)ポンプ室 (38) (花殿) (013)プール付属室 (32)

(住吉) (047)搾乳室 (60) (木花) (014)実験温室 (38) (花殿) (002)陶芸室 ※2 (0)

(住吉) (051)人工授精室 (60) (木花) (015)実験温室 (38) (花殿) (031)プール付属室 (0)

(木花) (016)実験温室 (38) (花殿) (039)工作室 (0)

(田野１) (007)木材加工室 (60) (木花) (037)水耕温室 (38)

(田野１) (018)車庫 (60) (木花) (047)農場倉庫 (35) (船塚２) (079)木犀会館 (28)

(木花) (061)厩舎 (35) (船塚２) (081)便所・倉庫 (0)

(大納) (003)作業員詰所 (60) (木花) (056)廃液貯蔵庫 (28)

(大納) (004)便所 (60) (木花) (046)危険物薬品庫 (25) (住吉) (064)車庫 (47)

(木花) (055)門衛所 (25) (住吉) (065)糞尿再生処理施設 (0)

(木花) (058)弓道場 (25) (住吉) (068)堆肥舎 (0)

(木花) (059)プール付属室 (25) (住吉) (069)豚舎２ (0)

(木花) (048)温室 (16)

(木花) (052)土耕温室 (16) (赤水) (003)ポンプ室 (40)

(木花) (062)育苗用温室 (16) (赤水) (002)灌水増殖実験室 (38)

(木花) (063)ガスメータ室 (16)

(木花) (082)サークル棟 (7) (附属病院)

(木花) (074)検収センター (0) (清武１) (027)カルテ庫 (0)

(木花) (078)管理棟 (0) (清武１) (031)待機室 (0)

(木花) (079)大原事務所 (0) (清武１) (032)油脂庫 (0)

(木花) (081)更衣室棟 (0) (清武１) (033)廃棄物保管庫 (0)

(木花) (087)防災倉庫 (0)

(木花) (091)車庫 (0)

(木花) (076)牛舎１(動物病院) (0)

(木花) (077)牛舎２(動物病院) (0)

(木花) (075)圃場管理棟 (0)

(木花) (086)イスラーム文化 (0)

研究交流棟

計 70 建物

④
(50点未満)

総合劣化度

①
(70点以上)

②
(60点以上70点未満)

③
(50点以上60点未満)

54建物

小規模建物

2建物 11建物 3建物

計 70建物

（200㎡以下）

建物数 2建物 11建物 3建物 54建物

(借用建物)

(田野２) (001)宮崎市介護老人 (0)

保健施設さざんか苑 ※2

(田野２) (002)宮崎市立田野病院 ※2 (0)

(田野２) (003)自動車車庫 (0)

(橘通) (001)歯科口腔外科サテライト (0)

(橘通) (002)まちなかキャンパス (0)

計 5 建物

対象外

計 5建物

（借用建物）

建物数 0建物 0建物 0建物 5建物

0建物 0建物 0建物 5建物
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６. 長寿命化の実施計画 

長寿命化対象施設の改修実施計画は、老朽化対策とともに付加価値のある質

の高い施設整備計画の策定を目指して策定した「木花キャンパス戦略的リノベ

ーション計画（平成 30 年 5 月策定）」に基づき、策定する。 

 

○木花キャンパス戦略的リノベーション計画（抜粋） 
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６－１. 施設改修に要するコストの検討 

 年度毎に必要な改修費用を算出するため、目標耐用年数（80 年間）における

長寿命化対象全施設の改修に要するコストの総額を算出した。算出結果より、年

度で必要な改修費用の平均額を試算した。 

改修コストの試算において、以下の通り、財源を「施設整備費補助金による改

修」、「自己資金による改修」に区分している。 

 

○財源区分（対象予算） 

 

 

１． 教育研究施設の試算結果 

 教育研究施設の改修に要するコストを試算した結果、補助金 9.2 億円/年、自

己資金 2.6 億円/年、計 11.8 億円/年が必要となった。自己資金の実績は約 1

億円/年であるため（3-2-4 参照）、約 1.6 億円/年の更なる財源確保が必要である。 
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２． 附属病院・附属動物病院の試算結果 

 附属病院の改修に要するコストを試算した結果、年度平均すると、補助金 

1.0 億円/年、自己資金 9.9 億円/年、計 10.9 億円/年が必要となった。ただ

し、附属病院は病院機能を維持しながら整備を行う必要があるため、複数年計画

の建物群一括での整備が必要である。したがって、整備を行う時期に一定規模の

資金が必要となる。 

附属動物病院の改修に要するコストは、年度平均すると、自己資金 0.1 億円

/年が必要という試算結果となった。附属動物病院についても、動物病院機能を

維持しながら建物全体を一時期に整備をする必要があり、整備時期に向けて一

定規模の資金を確保することが必要である。 

 

３． 寄宿舎・職員宿舎の試算結果 

 寄宿舎・職員宿舎の改修に要するコストを試算した結果、年度平均すると、自

己資金 0.7 億円/年が必要となった。なお、解体計画のある職員宿舎９棟につ

いては、解体費用のみ計上している。 

 現在、寄宿舎・職員宿舎に係る自己資金の実績は、賃料収入を財源とする維持

管理費 0.2億円/年であるため、約 0.5 億円/年の更なる財源確保が必要である。

しかし、本学の財政上、福利厚生施設である寄宿舎・職員宿舎に更なる改修費用

を充当するのは困難であるのが現状である。そのため、本学の自己資金以外での

整備を検討する必要がある。 
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６－２. 施設の長寿命化の実施計画 

 長期修繕・改修計画を作成するため、建物カルテを元に算出した総合劣化度等

により、施設改修の優先順位付けを行いリスト化した（資料３－２参照）。優先

順位リストには、以下の事項を記載している。 

 

○施設改修の優先順位リスト記載事項 

・施設情報（棟名、延べ床面積、建設年、改修履歴、経年） 

・保全優先度、施設重要度、総合劣化度 

・施設改修の優先順位 

・改修年度、改修内容、改修費用 

 

リスト化した施設改修に優先順位に基づき、長寿命化を行う長期的な修繕・改

修計画として、「施設改修ロードマップ」を作成した（資料３－１参照）。施設改

修ロードマップは、長寿命化を行う全施設・設備を対象としており、以下の事項

を記載している。 

 

○施設改修ロードマップ記載事項 

・施設情報（棟名、延べ床面積、建設年、改修履歴、経年） 

・施設重要度 

・改修内容および改修費用 

・改修年度、改修内容、改修費用 

・各年度における改修費用の総額 

 

なお、施設改修ロードマップおよび施設改修優先順位リストは連動している。 

また、部位の中期修繕・改修計画として、屋上防水、外壁、バリアフリー対策

および省エネルギー対策等の計画の作成も行っている（資料２－１～４）。 
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６－２－１. 教育研究施設の長寿命化実施計画 

 教育研究施設（86 棟）について、長寿命化実施計画として「施設改修の優先

順位リスト」および「施設改修ロードマップ」を作成した。 

 なお、実施計画を作成するにあたり、以下の点も踏まえた形で計画を作成して

いる。 

 

●高度・多様化する教育研究に対応する機能性、防災・事故防止等の安全性、

施設利用者の快適性・利便性を確保し、個性的で魅力あるキャンパスづくり

を進める 

●施設の長寿命化や省エネルギー性、省資源に配慮した施設水準の向上を図る 

●長寿命化に合わせ、地域と大学の連携等の機能強化に資する整備を実施する 

例）ラーニング・コモンズ、アクティブ・ラーニング・スペース 

地域産業を担う地域人材育成 

●施設整備の際には、汎用性の高いフレシキブルな空間構成とする、将来的に必

要となる維持管理費を比較し使用材料や設備機器を選択する等、ライフサイ

クルコスト削減に向けた取組みを行う 

●限られた財源の中で維持管理の好循環を生み出すために、老朽化したエネル

ギーロス等の大きい設備の解消や集約的整備による最小限の更新を行う 

●施設改修ロードマップ作成においては、年度ごとに必要となる費用の平準化

を図る 

 

６－２－２. 附属病院・附属動物病院の長寿命化実施計画 

 「６－１．施設改修に要するコストの検討」において記載したとおり、附属病

院・附属動物病院は、病院機能を維持しながら建物群一括での整備を行う必要が

ある。 

附属病院は、2008～2013 年度に再整備を行っている。そのため、再整備 30～

40 年後となる 2035 年度以降に再々整備を検討する。 

附属動物病院は、築後 30 年以上が経過しているが、これまで長寿命化を目的

とした改修を行っていない。そのため、2023 年度を目途に長寿命化改修を計画

する。なお、実施計画を作成するにあたり、先端医療・地域医療を支える病院機

能強化に資する整備を実施する。 
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６－２－３. 寄宿舎・職員宿舎の長寿命化実施計画 

職員宿舎は、「宮崎大学職員宿舎再編計画」に則り、11 棟中 9 棟を解体する計

画である（参考：資料３－３「宮崎大学職員宿舎再編計画」）。再編により、職員

宿舎の保有面積は 82％縮減（13,319 ㎡縮減）される予定である。 

長寿命化改修を行い継続して使用していく学生寄宿舎・職員宿舎（計 10 棟）

については、賃料収入により施設を維持管理および改修していく方針である。し

かし、「６－１．施設改修に要するコストの検討」において記載したとおり、施

設改修には自己資金 0.7 億円/年が必要であり、賃料収入を超えている。賃料収

入以上に改修費用を充当するのは困難であるため、ＰＰＰ等の多様な財源での

整備を検討する。ＰＰＰ等による整備計画を導入するまでは、入退居時の修繕お

よび事後保全にて維持管理を行っていく。 

 整備計画については、2020 年 12 月に行った職員宿舎の需要に関するアンケ

ート結果を分析し、計画を作成していく。 
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○施設改修ロードマップにおける改修に要するコスト推移 

 

１）教育研究施設 

・必要なコスト：補助金 9.2 億円/年、自己資金 2.6 億円/年、計 11.8 億円/年 

 

 

２）附属病院 

・必要なコスト：補助金 1.1 億円/年、自己資金 9.8 億円/年、計 10.9 億円/年 
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３）附属動物病院 

 

 

４）寄宿舎・職員宿舎 

・多様な財源による整備計画が策定されるまでは、入退居時の修繕および事後

保全にて維持管理 
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６－３. 財源の検討 

施設の長寿命化に関わるコストは、費用対効果の向上および保有施設のライ

フサイクルコスト効率化を踏まえて必要額を検討し、戦略的に財源を確保・管理

する必要がある。 

 特に、整備のための初期の建設コストに加えて、施設のライフサイクルコスト

として定期的な改修費、毎年の維持管理費および光熱水費等が将来に渡り継続

的に必要である。施設の新増改築を計画する際には、これら必要な財源の負担方

法についても充分に検討する。 

 

○ライフサイクルコストのイメージ図 
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１． 教育研究施設の改修における財源 

 「６－１．施設改修に要するコストの検討」において検討したとおり、教育研

究施設の改修の財源として、「施設整備費補助金による改修」、「自己資金による

改修」に区分している。改修に要するコストは、補助金 9.2 億円/年、自己資

金 2.6 億円/年、計 11.8 億円/年と試算しており、自己資金の実績は約 1 億

円/年であるため（3-2-4 参照）、約 1.6 億円/年の更なる財源確保が必要である。 

 

○財源区分（対象予算）※再掲 

 

 

２． 附属病院・附属動物病院の改修における財源 

 「６－１．施設改修に要するコストの検討」において検討したとおり、附属病

院の改修に要するコストは、年度平均すると、補助金 1.0 億円/年、自己資金 

9.9 億円/年、計 10.9 億円/年と試算している。また、附属病院は複数年計画の

建物群一括での整備が必要であり、財政融資資金を財源とした長期借入金を活

用して整備を行う。 

附属動物病院の改修に要するコストは、年度平均すると、自己資金 0.1 億円

/年と試算している。附属動物病院についても、建物全体を一時期に整備を行い、

財源は動物病院における収入等の自己財源を活用する。 

 

３． 寄宿舎・職員宿舎の改修における財源 

 「６－２－３. 寄宿舎・職員宿舎の長寿命化実施計画」において検討したと

おり、継続して使用していく学生寄宿舎・職員宿舎（計 10 棟）については、賃

料収入を財源として入退居時の修繕および事後保全にて維持管理を行っていく。

学生寄宿舎・職員宿舎の再整備については、自己資金 0.7 億円/年が必要なた

め、ＰＰＰ等の多様な財源での整備を検討する。  
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６－４. 財源確保策の検討 

 長寿命化実施計画を確実に実行するためには、改修に必要な財源を確保する

ことが重要である。特に自己資金を確保するため、以下の財源確保策を推進する。 

 なお、財源確保策は、フォローアップ時に見直しを行う。また、確保策の実施

時期・手法および財源のない場合の対応策についても検討が必要であり、それら

は実施計画の実行時の課題である。 

 

○財源確保策 

 

６－４－１. 保有資産の最適化 

 サスティナブルな施設整備や維持管理を行うためには、保有している資産（施

設・設備）を最大限活用し、施設整備や維持管理に要するトータルコストを縮減

必要がある。そのため、以下の取組みを促進する。 

 

○主な取組み 

 

１． スペースの有効活用 

学生・教職員によるスペースの必要以上の専有・既得権意識を排除し、全学的

に管理するスペースを増やしていく。目的・用途に応じた施設の需給度や利用度

などを踏まえながら、既存スペースを適切に再配分し、施設の有効活用を積極的

に行う。施設の新築や増築は、その後の施設管理に係わるコスト（定期的な改修

費、維持管理費および光熱水費等）の増大につながることを認識し、保有施設の

総量の最適化を図る。  

●スペースチャージ等の施設利用料を徴収する制度の導入 

●多様な財源の活用（PPP や PFI 事業、国や地方公共団体の補助制度、企業

等と連携した施設整備等） 

●運営交付金、競争的資金の間接経費等を活用した維持管理費の包括的な確

保と一元的な管理・配分 

●土地等の固定資産の貸出およびネーミングライツ収入の活用 

●自動販売機およびキッチンカー、不動産貸付収入の活用 

●全学的な共同利用スペースの整備、スペースチャージ制の導入 

●スペースの有効活用を図り、類似施設の統合や建物の集約化を検討 

●職員宿舎の縮減・再編計画 

●学外施設等の活用 
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○基本レイアウトの設定によるフレキシブルな空間構成（例） 

 教育研究施設は、組織改編や学生・教員数等により必要なスペースが変化する。

そのため、それら変化に柔軟に対応できる空間構成が求められる。 

そこで、農学部の戦略的リノベーションにおいて、将来予想される学部の改組

等に柔軟に対応できるよう、教員室・教員研究室・実験室・学生居室の標準プラ

ンを設定した。標準プランは、学科の教員室・教員研究室・実験室、全学共同利

用スペース、戦略的スペースおよび学部管理学生居室に適用している。 

 

【基本的な考え方】 

・将来にわたって、有効活用できるようにフレキシブルな仕様とするため、教員

スペースのユニット化を行う。 

・手洗い器は共有して使用することを基本とし、部屋ごとに個別に設置せず、リ

フレッシュルームなどに集約配置する。 

・メンテナンスが容易に行えるよう計画する。 

 

【教員室・教員研究室・実験室 標準プラン】 

 

 

 

 



58 
 

（ＤＣのある場合） 

 

【学部管理・学生居室 標準プラン】 
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２． 広域的観点からの最適化（「フルスペック型」から「ネットワーク型」への転換） 

施設の利用状況を踏まえ、同種の用途や機能を有するスペースの配置の適正

化および集約化により、スペースの利用効率の向上を図る。 

また、収容人員、設備内容等の情報を全学的に公開して予約を行うシステムを

構築し、講義室や会議室等の部局の枠を超えた活用の促進を図る。 

 

３． 共同利用スペース・学長裁量スペースの確保 

研究内容や利用者を特定しない共同利用スペースを確保し、全学的又は複数

部局の連携による運営を行う。また、大学の理念やアカデミックプランの実現に

向けたトップマネジメントによる戦略的・重点的なスペースの配分を可能とす

るため、学長裁量スペースの確保を推進する。 

 

○スペースチャージ制導入による新たな財源の確保 

スペースチャージ制の導入を促進し、得られたチャージ料収入を施設改修費

に充当する仕組みの検討を行い、経営基盤の強化を図る。 

医学部基礎臨床研究棟では、新たなプロジェクトの立上げを促進するため、大

規模改修時に既存建物の点検・評価を行い、スペースの再配分を行うことにより、

共同利用スペース 3,690 ㎡（約 22%）を整備した。また、全てのスペースにス

ペースチャージ制を導入し、年間約 10,000 千円の財源を確保している。チャー

ジ料収入は、約 5 割をスペースの維持管理費および運営費として使用し、残り

の 5 割を将来の施設改修費用として積み立てている。 
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 木花キャンパスにおいては、戦略的リノベーション計画に基づき、大規模改修

時に整備面積の 20%以上を共同利用スペースとして整備する計画を進めている。

共同利用スペースにおいては、2020 年 4 月よりスペースチャージ制を運用開始

しており、チャージ料収入の一部を改修費用に充当していく。 

 

 

 

４． 学外施設等の活用 

 自己保有に限らず、地域や他大学との連携を含めた学外施設の有効活用を促

進する。 

 2016 年度には、域活性化の中核的拠点、および、まちおこしのフィールドと

して、宮崎市内中心部にある民間施設を県と共同で整備・借用し、県の補助金等

を活用してまちなかキャンパスを整備した。 
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６－４－２. 保有資産の有効活用 

財源確保を多元化・強化するため、保有している資産（施設・設備）の有効活

用に関する取組みを拡大していく。 

 

○基本的な考え方 

資産の使用価値および市場価値向上のため、本学で導入可能な事例を検討し、

積極的に取組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主な取組み 

 

  

現状維持を 

中心に検討 

施設の統廃合や 

他用途への転用を 

中心に検討 

土地の有効利用や 

施設運営等における 

民間活力の導入を 

中心に検討 

施設適正配置の検討を 

行いつつ、土地の売却・ 

貸付や他用途への転用 

を中心に検討 

高 

高 低 資産の市場価値 

資
産
の
使
用
価
値 

●余剰地や余剰床の貸付事業の推進 

●土地等貸付を推進し、土地の有効活用による収益の増加 

●使用料の適正化（講義室等の固定資産貸付の推進） 

●広告事業の推進（ネーミングライツ事業の導入） 

●他大学等の資産有効活用に関するグッドプラクティスを検証・評価 

●自動販売機の更新時に環境配慮型や災害対応型等の付加価値の高い機種導

入を促進 

●駐車場利用有料化により得られた収入を駐車場・構内道路の整備・補修費

用に充当 
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６－４－３. エネルギーマネジメント 

サスティナブル・キャンパスの形成や保有資産にかかるトータルコスト縮減

のため、エネルギーマネジメントを促進する。省エネ対策の実施によるランニン

グコストの削減や補助金活用によるイニシャルコストの低減により、費用対効

果を向上させ、投資回収年数を短縮させる。また、対策実施後も施設・設備が現

状に適した仕様か見直しを行い、継続してマネジメントを実施する。 

また、エネンルギーマネジメントにより縮減したコストは、施設改修費用に活

用することにより好循環なサイクルを構築していくことができる。そのための

ルール・体制づくりが今後の課題である。 

 

○エネルギーコストマネジメントのイメージ図 

 

 

○維持管理費縮減の取組み 

 

 

 

●予防保全の観点に基づく長期の修繕計画の策定・実施による修繕費のトー

タルコストの削減と毎年のコストの平準化 

●役務の一元化、維持管理契約の複数年度化による保全費の削減 

●エネルギー使用量の全学的管理と目標値の設定による光熱水費の抑制 
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○新技術の利用 

 光熱水費等の維持管理費の更なる縮減を図るため、従来の技術のみでなく新

しい技術についても費用対効果を検証し、以下の取組みを進めていく。 

 

・メンテナンスフリーに近い設備の導入 

・エネルギーの見える化をするための具体策の作成 

・ICT（情報伝達技術）や AI などの最新技術の活用 

・サスティナブル・キャンパスの形成に向けて、環境負荷低減のための先導

的モデルとして、ZEB 化（ゼブ・エネルギー・ビル）を検討 

※特に３段階ある基準の中の「ZEB Ready」を目指す 

 

ZEB：快適な室内環境を保ちながら、負荷抑制、自然エネルギーの利用、設備シ

ステムの高効率化により、省エネルギーを実現した上で、再生可能エネル

ギーの導入を目指した建築物 

 
ZEB Ready イメージ図 

 

ZEB（ゼロ・エネルギー・ビル） 
年間の一次エネルギー消費量が正味ゼロまたはマイナスの建築物 

Nearly ZEB（ニアリー・ゼロ・エネルギー・ビル） 
ZEB に限りなく近い建築物として ZEB Ready の要件を満たしつつ、再生可能エネ

ルギーにより年間の一次エネルギーをゼロに近づけた建築物（対基準一次エネルギー

消費量 25％未満） 

ZEB Ready（ゼロ・エネルギー・ビル・レディ） 
ZEB を見据えた先進建築物として、外皮の高断熱化及び高効率省エネルギー設備

を備えた建築物（対基準一次エネルギー消費量 50％未満） 
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７． 長寿命化計画の継続的運用方針 

効率的かつ効果的な長寿命化計画を進めていくためには、①施設の点検・評価

によって現状を把握した上でそれを踏まえた計画を策定し(PLAN)、②計画に基

づき、適切な改修や日常的な維持管理等を実施し(DO)、③整備による効果検証

を継続的に行うとともに、より効果的な整備手法など改善すべき点について課

題整理し(CHECK)、④次期計画に反映していく(ACTION)、という PDCA サイ

クル（メンテナンスサイクル）を確立することが重要である。 

このようなサイクルを確立し、長寿命化計画を継続的に運用していくため、次

に示す情報基盤整備と活用、施設マネジメント推進体制の整備、フォローアップ

が重要である。 

 

７－１. 情報基盤の整備と活用 

計画の見直し等を行う際の基礎資料とするため、本学施設の実態調査におい

て把握した項目や維持管理項目の点検・調査結果等を踏まえ、施設の状態や過去

の改修・交換履歴、事故・故障の発生状況等をデータベースに蓄積する。 

その際、文部科学省大臣官房文教施設企画部へ毎年報告している「実態報告」

に一定の情報が蓄積されているため、これらの情報を活用する。また、12 条点

検等の法定点検や建物カルテによる調査等の継続的な点検・調査結果に基づき、

適切に更新を行っていく。 

また、施設の情報だけではなく、IR と連携した PDCA サイクルを活用し、ア

ウトカム（教育・研究・社会貢献にもたらたす効果）を最大化する。 

 

○既存施設の現状に関する情報の例 

 

 

 

 

 

●施設の基本情報の把握・更新（用途ごとの面積、改修履歴、機能改善・維

持費、図面データ） 

●老朽化や安全に関する情報の蓄積（劣化状況、建物カルテによる事故歴等） 

●施設の利用状況を全学的に確認できるシステムの構築（利用方法、稼働率

等） 
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７－２. 施設マネジメント推進体制の整備 

施設は、人材・資金・情報と同様に経営資源の一つである。 

施設マネジメントにより教育研究や財務の戦略と整合性を図りながら施設の

戦略的な運営を行うことで、費用対効果を向上させ、本学の理念やアカデミック

プランの実現を図る。 

具体的には、総合的・長期的な視点で、教育研究活動に対応した適切な施設を

確保・活用するための新増改築・改修事業、修繕・保守点検の維持管理、既存施

設の有効活用・再配分、省エネルギー対策、これらに必要な財源の確保などに取

組む。 

そのため、施設マネジメントをトップマネジメントとして制度的・組織的に位

置づけ、経営者層のリーダーシップによる全学的体制で実施し、大学経営の観点

から機動的に意思決定を行う体制の構築が必要である。また、部局の枠を超えた

横断的な実務体制を構築するとともに、学内会議等における学内の合意形成を

図り、実行性のある取組みを進めることが重要である。 

インフラ長寿命化計画は、施設マネジメント委員会において決定しており、計

画の策定において経営者層が主体的に参画している。 

 

７－３. フォローアップ 

インフラ長寿命化計画（個別施設計画）は、中期目標・中期計画に合わせ６年

を１期とし、１期ごとにフォローアップを行う。フォローアップは、施設改修ロ

ードマップの進捗状況等について実施し、必要に応じて計画を更新する。 

なお、フォローアップの評価結果について会議等学内への公表を積極的に行

う。 
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○履  歴 

2019 年 3 月 策定 

 2020 年 5 月 改定 

（主な改定内容） 

・長寿命化対象施設の優先順位の考え方を導入 

・長寿命化対象施設の改修内容を施設重要度別に設定した改修内容に変更 

・施設改修ロードマップを策定 

 2021 年 3 月 改定 

 （主な改定内容） 

  ・附属病院・附属動物病院・寄宿舎・職員宿舎の個別施設計画を策定 

 

 

○承  認 

2019 年 3 月 28 日 第 16 回役員会承認 

 2020 年 5 月 28 日 第 1 回施設マネジメント委員会承認 

 2021 年 3 月 25 日 第 12 回役員会承認 

 

 

○公表状況 

宮崎大学ホームページ掲載 

https://www.miyazaki-u.ac.jp/guide/initiatives/environmental-measures.html 
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資料１. 建物カルテについて 

資料１－１. 建物カルテの作成 

個別施設の５項目について目視・図面等で点検等を行い、建物カルテを作成し

ている。また、その情報は建物情報一覧表としてまとめている。 

 

目視点検：【１、屋根・屋上 ２、外壁】 

図面・改修履歴等：【３、内部仕上げ ４、電気設備 ５、機械設備】 
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資料１－２. 建物情報一覧表 

建物情報一覧表として、本学の全施設の劣化度を算出している。 
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資料２. 個別部位の改修計画 

資料２－１. 優先的に整備する個別部位の設定 

【重点的に対策すべき個別部位】 

 

【上記以外の個別部位】 

  

屋上防水：老朽化に伴う雨漏りにより、教育研究に支障をきたすため。 

外  壁：老朽化に伴う外壁の剥落により、人身事故等の恐れがあるため。 

照明設備：老朽化に伴う照明設備の故障により、教育研究に支障をきたすた

め。また老朽化した照明設備はエネルギー消費が大きく、更新す

ることでエネルギー消費が軽減でき、維持管理コストが抑えられ

るため。 

空調設備：老朽化に伴う空気調和設備の故障により、教育研究に支障をきた

すため。また、老朽化した空気調和設備はエネルギー消費が大き

く、更新することでエネルギー消費が軽減でき、維持管理コスト

が抑えられるため。 

給排水設備：老朽化した給排水管からの漏水は、学内環境の維持および光熱

水費の面から更新が必要となるため。特にトイレは暗い・汚い・

臭い(3K)といったクレームが多く、利用者に不便をかけるため。 

建  具：多くの不具合が建具金物や建付け調整で対応できるため、緊急修

繕で対応する。 

内  装：汚れや塗装の剥がれで、教育研究等の活動において大きな支障を

伴わないため、大規模改修で対応する。 

防災設備：キャンパス内の多くの建物と連動してシステム化されており、大

がかりな工事となるため、大規模改修で対応する。 

構内道路：自動車通学の需要が多く、駐車料金など受益者負担により整備す

る。 

構内樹木：計画的に緑地管理を行うため、緑地管理計画を策定し保全業務で

対応する。 
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資料２－２. 計画を実施する判断基準 

【屋上防水の判断基準】 

→法定耐用年数を超過し、複数箇所が雨漏りしている場合は改修を行う。 

雨漏りが発生していない場合は、建物カルテを確認する。屋上防水の評価が

C 又は D の場合は、改修を行う、または、点検を行い問題がなければ延期す

る。 

 

【外壁の判断基準】 

→法定耐用年数を超過し、クラックや浮きが著しく複数箇所のクラックが確認

された場合は改修する。また、タイルの落下等の事故が過去に起きている場

合や建物カルテの外壁の評価が C の場合は改修を行う。ただし、点検を行

った上で問題がなければ延期できる。 

 

【照明設備及び空調設備の判断基準】 

→法定耐用年数を超過し、故障が発生している場合は、改修する。故障が発生

していない場合は、改修を延期する。改修する機器が高効率で、省エネ効果

が高い場合は改修する。 

 

【トイレの判断基準】 

→法定耐用年数を超過し、和式トイレの場合は改修を行う（ただし、全面改修

でなくても良い）。 

また、主に講義棟や体育施設等の不特定多数が利用するものを優先させる。

臭い・暗い・汚いなどの 3K（劣悪）に該当する場合は改修する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


